
































































表 1 費 用 徴 収 基 準 扱 表 (改定前)
世 帯 階 層 区 分 費用徴収基準月顎
A 生活保護法による被保護世帯(単絵を 円0含む)
B A階層を除き前年度分の市町村民税非 0課税世帯
C1 A階層及びB 前年度分92市町村民税 3,200
階層を除き前年分の所得税 所得割非課税世帯(均等割のみ )
C2 非課税世帯 前年度分の市町村民税所得割課税世帯 3.800






rh 42.401.- 92,400 ll,800
Lも 92.401- 120,000 14,000
Ⅰも 120,001- 156,000 17,300
D10 156,001- 198,000 21.100
Dll 198,001- 287,500 27.400
Ih2 287,501- 397,000 33.600


















2 256,001- 270,000 100
3 270,001- 280,000 300
4 280,001- 290,000 500
5 290,001- 300.000 600
6 300,001- 310,000 800
7 310,001- 320,000 1,000
8 320,001- 330,000 1.100
9 330,001- 340,000 1,300
1'0 340,001- 350.000 1,500
ll 350.001- 360.000 1.600
12 360,001- 380.000 1,900
～ i i ～
65 1,420.001- 1.440.000 54,200
66 1,440,001.-1,460.000 55,500
67 1,460,001- 1,480,000 56,900





































































基礎 老年者 給与 老年者年金


























































































+ 低 所 申 所 高 所得 者 得 者 得 者
低収入者 ′一＼･'＼×＼＼＼ ＼＼ ■●










































































































































① 占t-占tの時 Gt-(1+Et)G卜l となる｡
この時,政府負担金の総費用に占る割合は前(t
-1)と変わらない｡
② 占t>占tの時 Gt-(1+at)Gt-1 となるo
この時,政府負担金の割合は大きくなる｡


























収入 料 金 人数 料金計
方円30 円 人 円1.000 5 5,000
31 1,100 4 4.400
32 1,200 3 3,600
33 I,300 2 2,600






収入 料 金 人数 料金計
71円30 円1,000 人 円
31 I.100
32 1.200
33 1.30 5 6,500
34 1,400 4 5.600
35 1.500 3 4,500
36 1.600 2 3,200





収入 料 金 人数 料金計
万円30 円 人 円1.000 5 5,000
31 1.10 4 4,400
32 1,200 3 3.600
33 1,300 2 2,600






収入 料 金 人数 料金計
方円30 円1,100 人 円
31 1,210
32 1,320
33 1.430 5 7,150
34 1,540 4 6,160
35 1,650 3 4,950
36 1.760 2 3,520




収入 料 金 人数 料金計
方円30 円 人 円1.000 5 5,000
31 1.100 4 4,400
32 1.200 3 3.600
33 1,300 2 2,600






収入 料 金 人数 料金計
方円30 円0 人 円
31 0
32 0
33 1,100 5 5,500
34 1.210 4 4,840
35 1,320 3 3,960
36 1,430 2 2,860






















































入 所者 扶 養義 ●務 者
A 負 担 負 担
B 負 担 免 除
C 免 除 免 除





























額は26万 円 で あ り,この額 から必要経費を
控除すれば課料最低限26万 1円に満たなくなり
福祉年金受給者は当然免除となる｡国民年金につ
いても対象収入の平均値が若干上方にシフトする
だけであり大多数免除の事情はほとんど変わらな
いであろう｡厚生年金,共済年金等の受給者の一
部が料金負担をすることになるだろうけれども,
現在の年金受給者の制度別分布を考えるとこれら
の者は少数にとどまることは明らかである｡すな
わち,現在年金受給者の30%は福祉年金,45%が
国民年金,15%が厚生年金という分布になってい
るので,大多数は料金免除水準の対象収入程度の
者である｡先に示した北海道社協の調査では,対
象収入が1980年 1月10日現在で26万円 (免除
点)以下の者は,全入所者のうち63.2%となって
いる｡老人ホーム種別にみると養護老人ホームで
67.0%,特別養護老人ホームで60.5%の者が料金
免除者である｡養護と特養の間で比率に若干の差
があるが,入所要件に所得を問わない特菱にして
は免除者比率が意外に高いというべきではなかろ
うか｡
ここで重要なことは,今後年金額が上昇しても,
それに合わせて公正に料金表が改定される限り免
除者比率は減少も増加 もしないということである｡
もちろん,これは対象収入の型が変化しないと仮
定した場合のことである｡入所者が病気をして医
療費を支払えば収入から控除されるが,ある年に
全員病気になって次の年に病気にかからないとな
ると対象収入分布がかなり上方にシフトして料金
負担者が多くなるだろうけれども,そのような仮
定は非現実的である｡有病率の範囲内において確
率的に病気にかかるというのが現実的な見方であ
ろう｡あるいは有病率が年々上昇することになれ
ば,免除者比率は年々高まって行くかもしれない｡
こうして,入所者の対象収入と扶養義務者の所
得からなる座標の大多数は,図5のC領域 (免除
領域)に分布することになる｡残り若干の者が,
A,B,Dの各領域に,しかも原点寄りに分布す
ることになるであろう｡
このように考えてくると,｢年金成熟化に伴い自
立可能な老人が増加する｣という審議会の前提自
体も疑わしいものとして再検討してみる必要があ
りそうである｡年金が物価にスライドして増額さ
れる限り名目額は上昇しても実質水準は不変なの
であるから,自立能力が向上することにはならな
いのである｡したがって,料金収入の比率を上昇
させ,免除者比率を減少させるためには,年金額
の大巾改定が必要であるが,かりにそうなったと
しても,老人ホーム費用の増加率を超えた料金表
の改定は不当であるから一定の限界があるわけで
ある｡
(注1) 北海道社会福祉協議会老人福祉施設協議会
r老人ホームの現行費用徴収基準に関する調査
報告書j1980.3.31
このデータは,全国社会福祉協議会福祉部 佐々
木後-氏から提供されたものである｡記して感謝
の意を表する｡
ⅠⅠ まとめと文献リスト
以上,老人ホームの新料金制度について考え
てきた｡本稿は,社会福祉における料金導入の
効果に関する理論面の検討の過程で,老人
ホームの新料金制度を具体例として検討したも
のを独立させて研究ノー トとしたものであ
る｡ロイ･パーカーによれば,社会福祉-の料
金導入は,多面的に分析するとマイナスの効
果が大きく,結局は愚策であると結論されて
いるO老人ホームの新料金制度が果して愚策
であるか賢策であるかにわかに判断すること
は難しいけれども,少なくとも追加歳入の確
保という点に関しては,対象収入認定に関し
て福祉事務所の事務量をいたづらに増加させ
ただけに終りそうな感じである｡もちろん,こ
れは,料金表に対する国民の十分な監視あっ
てのことである｡しかし,他方,新料金制度は,
老人の自立意識を高め,老人ホームを暗いイ
メージから解放しスティグマを排除するとい
- 153-
うシンボリックな機能も期待されているか
ら,これらの総合的な判断のうえに立って議
論されるべき問題である｡しかし,その場合で
ち,料金問題に関する理論的な枠組の構成こ
そが重要であって,かかる枠組にもとづかな
い議論では,あまりに多くの変数が見落され
ることになりかねない｡
社会福祉における料金問題は1970年代中期
以降から系統的研究が始まったばかりの新分
野であるだけに,未解決の課題が多く残され
ているが,ここでは,筆者の目にとまった関係
文献のリストを示しておくことにする｡した
がって完全な文献リストではなく,研究の手
はじめといったものであることをおことわり
しておきたい｡医療サービスに関する料金研
究はきわめて多いが,これは割受した｡今後さ
らに拡充 ･整至里して行くつもりであるo
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